
都道府県労働局長殿

基発 0724第 8号

平成 26年 7月 24日

厚生労働省労働基準局長

（公印省略）

労働基準局の組織の変更等について

本省労働基準局の組織について、別添1及び別添2のとおり、「厚生労働省組

織令の一部を改正する政令（平成 26年政令第 251号）J及び「厚生労働省組織

規則の一部を改正する省令（平成 26年厚生労働省令第 78号）Jが平成 26年7

月9日に公布され、同年7月 11日から施行されたところであり、労災補償部の

廃止等を行ったので、通知する。

この改正に伴い、大臣官房審議官（労災担当）が新設されたが、労災管理課、

労働保険徴収課、補償課及び労災保険業務課の所掌事務に変更は無い。

また、同日付けをもって、別添3のとおり「厚生労働省の内部組織に関する

訓令 （平成13年厚生労働省司｜｜第1号） Jの改正を行ったので、通知する。

なお、これらの改正に伴い、従前に発出した通達その他の文書における組織

名については、期j添4のとおり読み替えることとするので了知されたい。
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政
令
第
二
百
五
十
一
号

厚
生
労
働
省
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
阪
は
、
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
七
条
第
四
項
及
び
第
五
項
並
び
に
第
二
十
一

条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

厚
生
労
働
省
組
織
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
五
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

日
次
中

「第
三
十
一
条
」
を

「第
三
十
条
」
に
、
「
第
三
十
二
条
｜
第
三
十
九
条
の
二
」
を
「
第
三
十
一
条
第
三
十

九
条
」
に
改
め
る
。

第
二
条
第
二
項
中
「
及
び
労
災
補
償
部
」
を
削
る
。

第
三
条
第
二
項
中

「前
項
第
十
八
号
か
ら
第
二
十
弓
ま
で
」
を
「
前
項
第
二
十
号
か
ら
第
二
十
二
号
ま
で
」
に
、
「
同

項
第
二
十

一号」

を

「河
項
第
二
十
一二号」

に
改
め
る
。

第
七
条
第
三
項
を
削
る
。

第
十
三
条
中
第
八
号
を
第
九
号
と
し
、
第
七
号
そ
第
八
号
と
し
、
第
六
号
を
第
七
号
と
し
、
第
五
号
の
次
に
次
の
一

号
を
加
え
る
。

六
保
健
医
療
の
普
及
及
び
向
上
に
関
す
る
事
業
並
び
に
健
康
保
険
事
業
、
船
員
保
検
事
業
、
国
民
健
康
保
険
事
業

及
び
後
期
高
齢
者
医
療
に
係
る
事
業
と
老
人
の
福
祉
及
び
保
健
並
び
に
介
護
保
険
に
関
す
る
事
業
と
の
連
携
に
関

す
る
こ
と
。

第
十
八
条
の
見
出
し
中

「政
策
評
価
審
議
官
」
を

「
情
報
政
策

・
政
策
評
価
審
議
官
」
に
改
め
、
同
条
第

一
項
中
「
政

策
評
価
審
議
官
」
を
「
情
報
政
策

・
政
策
評
価
審
議
官
」
に、
「十
人
」
を
「
十
四
人
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
政

策
評
価
審
議
官
」
を
「
情
報
政
策

・
政
策
評
価
審
議
官
」
に
改
め
、
「
受
け
て
、
」の
下
に

「厚
生
労
働
省
の
情
報
シ
ス
テ

ム
の
勘
定
備
及
び
管
理
に
関
す
る
事
務
（
厚
生
労
働
省
の
所
掌
事
務
に
関
す
る
総
合
的
か
つ
基
本
的
な
政
策
に
係
る
も
の

に
限
る
。）
並
び
に
」
を
加
え
る
。

第
十
九
条
第

一
項
中
「
七
人
」
を

「
六
人
」

に
改
め
る
。

第
二
十
条
第
二
項
中
「
四
球
」
を

コニ－
探
」
こ、
「雇
用

・
賃
金
福
祉
統
計
課
を

「一
雇
用

・
賃
金
福
祉
統
計
課
」
に

；
情
報
シ
ス
テ
ム
課

」

改
め
る
。

第
二
十
七
条
中
第
七
号
を
第
八
号
と
し
、
第
六
号
を
第
七
号
と
し
、
第
五
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六
厚
生
労
働
省
の
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備
及
び
管
理
に
関
す
る
こ
と
（
他
局
及
び
政
策
統
指
官
並
び
に
人
口
動

態
・
保
健
社
会
統
計
諜
及
び
雇
用

・
賃
金
福
祉
統
計
課
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。
）。

第
三
十
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
三
十
条

削

除

第
三
十
一
条
を
削
る
。

第
＝
干
二
条
中

「指
導
課
」
を

「剛
…
畑
一
続
出刈
一側一瓢
」
に、
「醐
胡
慰
問
一
概
興
課
」
を

「研
究
開
発
振
興
諜
」に
改
め
、

第
一
世
相
第
二
節
第
三
款
第
二
日
中
同
条
を
第
三
十
一
条
と
し
、
第
三
十
三
条
を
第
三
十
二
条
と
す
る
。

第
三
十
四
条
（
見
出
し
を
含
む
。）
中
「
指
導
課
」
を
「
地
域
医
療
計
画
課
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
中

「、
地
域
」

を

「及
び
地
域
」
に
改
め
、
「及
び
医
療
法
人
」
を
削
り
、
同
条
中
第
四
号
を
削
り
、
第
五
号
を
第
四
号
と
し
、
第
六
号

か
ら
第
十

一
号
ま
で
そ

一
号
ず
つ
繰
り
上
げ
、
向
条
を
第
三
十
三
条
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

厚
生
労
働
省
組
織
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
と
ζ
に
公
布
す
る
。

御

璽

御

名平
成
二
十
六
年
七
月
九
日

内
閣
総
理
大
豆
臨
時
代
理

国
務
大
臣
麻
生
太
郎
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（
医
療
経
営
支
援
課
の
所
掌
事
務
）

第
三
十
四
条

医
療
経
営
支
援
課
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

医
療
法
人
に
関
す
る
こ
と
。

二

病
院
、
診
療
所
及
び
動
産
所
の
経
営
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

三
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
の
峨
口
の
任
免
、
給
与
、
懲
戒
、
服
務
そ
の
他
の
人
事
並
び
に
教
護
及
び
訓
練
に
関

す
る
こ
と
。

四
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
の
総
員
の
衛
生
、
医
療
そ
の
他
の
福
利
厚
生
に
関
す
る
こ
と
。

五
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
省
に
般
け
ら
れ
た
共
済
組
合
に
関
す
る
こ

シ」
。

六
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
に
お
い
て
行
う
べ
き
国
民
の
健
康
に
重
大
な
影
響
の
あ
る
疾
病
に
関
す
る
医
療
そ
の

他
の
国
の
医
療
政
策
と
し
て
悶
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
が
担
う
べ
き
医
療
の
提
供
に
関
す
る
こ
と
。

七
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
が
行
う
研
究
並
び
に
保
健
医
療
に
関
す
る
技
術
者
の
養
成
及
び
研
修
に
関
す
る
こ

シ』。
八
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
の
医
療
に
関
す
る
業
務
の
指
導
及
び
監
督
に
関
す
る
こ
と
。

九
回
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
に
係
る
経
費
の
予
算
、
決
算
及
び
会
計
並
び
に
会
計
の
監
査
に
関
す
る
こ
と
。

十
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
に
係
る
行
政
財
産
及
び
物
品
の
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

十
一
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
の
聡
良
並
び
に
独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
及
び
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ

ン
タ
l
の
職
員
に
貸
与
す
る
宿
舎
に
関
す
る
こ
と
。

十
二
独
立
行
政
法
入
国
立
病
院
機
械
の
組
織
及
び
運
営

一
般
に
閲
す
る
と
と
。

十
三
独
立
行
政
法
人
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
の
組
織
及
び
運
営
一
般
に
関
す
る
こ
と
。

十
四
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
の
組
織
及
び
運
営
一
般
に
関
す
る
こ
と
。

第
三
十
七
条
第
二
号
及
び
第
三
十
八
条
第
四
号
中

「指
導
課
」
を

「地
域
医
療
計
画
－
球
」
に
改
め
る
。

第
三
十
九
条
の
こ
を
削
る
。

報官

第
五
十
九
条
第
一
項
中

「及
び
労
災
梢
償
部
」
を
削
り
、
「四
淑
」
を

「八
諜
」
に、
「監
管
制
部
」
を

「酢
血
管
課

労
災
管
理
課

労
働
保
険
徴
収

補
償
課

労
災
保
険
業
務

課

に
改
め
、
同
条
第
三
項
を
削
る
。

水曜日

課
」第
六
十
一
条
第
一
号
中
「
労
災
総
償
部
」
を
「
労
災
管
理
課
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
中
「
労
働
基
議
法
」
の
下
に

「（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
」
を
加
え
る
。

第
六
十
二
条
第
二
号
中
「
、
労
災
補
償
部
及
び
労
働
条
件
政
策
課
」
を

「及
び
他
－諜
」
に
改
め
、
同
条
第
六
号
中
「労

災
補
償
部
」
を
「
労
災
管
理
課
」
に
改
め
る
。

第
六
十
八
条
か
ら
第
七
十
一
条
ま
で
を
削
り
、
第
六
十
七
条
を
第
七
十
一
条
と
し
、
第
六
十
六
条
を
第
七
十
条
と
す

る
。第
六
十
五
条
第
一
号
中
「
第
六
十
七
条
第
四
号
」
を
「
第
七
十
一
条
第
四
号
」
に
改
め
、
同
条
を
第
六
十
九
条
と
し
、

第
六
十
四
条
を
第
六
十
八
条
と
し
、
第
六
十
三
条
を
第
六
十
七
条
と
す
る
。

第
六
十
二
条
の
次
に
次
の
四
条
を
加
え
る
。

（
労
災
管
理
課
の
所
第
事
務
）

第
六
十
三
条

労
災
管
理
課
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一
次
に
掲
げ
る
事
務
に
関
す
る
総
合
的
な
企
廻
及
び
立
案
並
び
に
調
鐙
に
関
す
る
こ
と
（
他
泌
の
所
悠
に
属
す
る

も
の
を
除
く
。）。

イ
労
働
基
準
法
の
規
定
に
よ
る
災
自
補
償
及
び
政
府
が
管
放
す
る
労
働
省
災
窃
補
償
保
険
事
業
に
関
す
る
と

レ」
。

ロ
労
働
者
の
保
護
及
、
ひ
福
利
以
生
に
関
す
る
ζ
と
（
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
附
す
る
こ
と
に
限
る
。）。
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ニ
都
道
府
県
労
働
局
に
お
け
る
災
答
補
償
及
び
労
働
者
災
筈
補
償
保
険
に
係
る
事
務
の
実
施
状
況
の
監
察
に
関
す

る
こ
と
。

三

労
働
保
険
特
別
会
計
の
労
災
勘
定
の
経
理
に
闘
す
る
こ
と
。

四
労
働
保
険
特
別
会
計
の
労
災
勘
定
に
属
す
る
間
有
財
産
の
管
理
及
び
処
分
並
び
に
物
品
の
管
理
に
関
す
る
こ

少」。
五
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
第

一
号
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
事
務
で
他
の
所
数
に
属
し
な
い
も
の
に
関
す
る

こシ」
。

（
労
働
保
険
徴
収
課
の
所
獄
事
務
）

第
六
十
四
条
労
働
保
険
徴
収
球
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

労
働
保
険
の
保
険
関
係
の
成
立
及
び
消
滅
に
関
す
る
こ
と
。

二

労
働
保
険
料
及
び
労
働
者
災
害
補
償
保
険
の
特
別
保
険
料
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
徴
収
金
の
徴
収
に
関
す
る
と

介、
三

労
働
保
険
事
務
組
合
の
業
務
に
係
る
監
督
に
関
す
る
と
と
。

四
労
働
保
険
特
別
会
計
の
徴
収
勘
定
の
経
理
に
関
す
る
こ
と
。

五
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る

一
般
拠
出
金
及
び
こ
れ
に
係
る
徴
収
金
の
徴
収

に
関
す
る
こ
と
。

（
補
償
課
の
所
掌
事
務
）

第
六
十
五
条

補
償
課
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

労
働
基
準
法
の
規
定
に
よ
る
災
害
補
償
の
実
施
に
関
す
る
と
と
（
労
働
基
準
監
督
官
の
行
う
監
督
に
関
す
る
こ

と
を
除
く
。）。

二

労
働
者
災
密
補
償
保
険
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
号
）
の
規
定
に
よ
る
保
険
給
付
及
び
ζ

れ
に
係
る
徴

収
金
の
徴
収
に
関
す
る
ζ

と
（
労
災
保
険
業
務
課
の
所
第
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）。

三

石
綿
に
よ
る
健
康
被
留
の
救
済
に
閲
す
る
法
律
の
相
続
定
に
よ
る
特
別
遺
族
給
付
金
の
支
給
及
び
こ
れ
に
係
る
徴

収
金
の
徴
収
に
関
す
る
と
と
（
労
災
保
険
業
務
諜
の
所
滋
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）。

（
労
災
保
険
業
務
課
の
所
獄
事
務
）

第
六
十
六
条

労
災
保
険
業
務
却
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
に
基
づ
く
年
金
た
る
保
険
給
付
、
社
会
復
帰
促
進
等
事
業
と
し
て
行
わ
れ
る
年
金
た

る
特
別
支
給
金
及
び
労
災
就
学
等
帽
保
護
費
の
支
給
を
行
う
こ
と
。

二

労
働
者
災
笹
補
償
保
険
法
に
基
づ
く
療
養
の
給
付
又
は
二
次
健
康
診
断
等
給
付
を
行
う
病
院
及
び
診
療
所
に
対

す
る
当
該
給
付
に
要
す
る
路
用
の
支
払
を
行
う
ζ

と
。

三

労
働
者
災
密
舗
償
保
険
法
に
基
づ
く
保
険
給
付
に
閲
す
る
記
録
の
作
成
を
行
う
こ
と
。

四
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
）
に
規
定
す
る
労
災
保
険

率
、
第
二
種
特
別
加
入
保
険
料
率
及
び
第
三
種
特
別
加
入
保
険
料
率
並
び
に
労
働
者
災
害
補
償
保
険
の
特
別
保
険

料
率
に
関
す
る
資
料
の
作
成
を
行
う
と
と
。

五
労
働
者
災
害
補
償
保
険
に
関
す
る
保
険
数
理
及
び
統
一
社
に
関
す
る
資
料
の
作
成
を
行
う
こ
と
。

六
災
害
補
償
及
び
労
働
者
災
害
補
償
保
険
に
係
る
支
払
事
務
に
関
す
る
電
子
計
算
組
織
に
関
す
る
こ
と
。

七
石
綿
に
よ
る
健
康
被
容
の
救
済
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
特
別
遺
族
年
金
の
支
給
を
行
う
こ
と
。

八
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
特
別
遺
族
給
付
金
の
支
給
に
関
す
る
記
録
の
作
成
を

行
う
こ
と
。

九
石
綿
に
よ
る
健
康
被
宮
の
救
済
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
特
別
遺
族
給
付
金
に
関
す
る
数
理
及
ひ
統
計
に
関
す

る
資
料
の
作
成
を
行
う
こ
と
。

十
石
綿
に
よ
る
健
康
被
官
の
救
済
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
特
別
遺
族
給
付
金
に
係
る
支
払
事
務
に
関
す
る
電
子

計
算
組
織
に
関
す
る
こ
と
。

第
百
十
八
条
中
「
六
課
」
を

「七
轡
に
、
「
高
齢
者
医
療
習
を

「騒

鑓

綴

政

策

課

」
に
改
め
る
。

第
百
十
九
条
第
一
号
中

「
こ
と
」
の
下
に
「
（
医
療
介
護
連
携
政
策
課
の
所
掌
に
印
刷
す
る
も
の
を
除
く
。）
」
を
加
え
、

同
条
第
二
号
中

「高
齢
者
医
療
ぷ
及
び
調
笠
課
』
を
「
他
謀
」
に
改
め
る
。

第
百
二
十
一
条
の
こ
第
五
号
中

「
こ
の
条
」
の
下
に
「
及
び
次
条
第
三
号
」
を
加
え
る
。
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第
百
二
十
一
条
の
二
の
次
に
次
の

一
条
を
加
え
る
。

（
医
療
介
護
連
携
政
策
課
の
所
怨
事
務
）

第
百
二
十
一
条
の
三

医
療
介
護
述
携
政
策
課
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一
保
健
医
療
の
普
及
及
び
向
上
に
関
す
る
事
業
並
び
に
健
康
保
険
事
業
、
船
員
保
険
事
業
、
国
民
健
康
保
険
事
業

及
び
後
期
高
齢
者
医
療
に
係
る
事
業
と
老
人
の
福
祉
及
び
保
健
並
び
に
介
護
保
険
に
関
す
る
事
業
と
の
連
携
に
関

す
る
ζ
と。

二

社
会
保
険
診
療
報
酬
、
訪
問
看
護
疲
措
置
質
及
び
家
族
訪
問
看
護
療
描
鑑
賞
に
関
す
る
基
本
的
な
政
策
の
企
画
及
び

立
案
に
関
す
る
こ
と
。

三

高
除
者
医
療
確
保
法
に
規
定
す
る
医
療
費
適
正
化
基
本
方
針
及
ひ
全
国
医
療
質
適
正
化
計
四
並
び
に
郎
道
府
県

医
療
費
適
正
化
計
画
並
び
に
特
定
健
康
診
査
等
基
本
指
針
及
び
特
定
健
康
診
査
等
実
範
計
画
に
関
す
る
乙
と
。

附
則
第
三
条
第
二
項
中
「
医
政
局
間
立
病
院
課
は
、
第
三
十
九
条
の
二
各
号
」
を

「医
政
局
医
療
経
営
支
援
課
は
、

第
三
十
四
条
各
号
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

－
こ
の
政
令
は
、
平
成
二
十
六
年
七
・月
十

一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（介
護
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

2

介
護
保
険
法
施
行
令
（
平
成
十
年
政
令
第
四
百
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
十
七
条
第
一
項
第
三
十
二
号
中

「並
び
に
第
三
十
四
条
第
四
号
か
ら
第
六
号
ま
で
及
び
第
八
号
」
を
「
、
第

三
十
三
条
第
四
号
、
第
五
号
及
び
第
七
号
並
び
に
第
三
十
四
条
第
二
号
」
に
改
め
る
。

厚
生
労
働
大
医
田
村
懇
久

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣
麻
生
太
郎

第 6328号報官水曜日平成26年ア月9日
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O
厚
生
労
働
省
令
第
七
十
八
号

厚
生
労
働
省
鮫
置
法
（
平
成
十

一
年
法
律
第
九
十
七
回
3
Rひ
厚
生
労
働
省
組
織
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
五

十
二
号
）
を
実
施
す
る
た
め
、
厚
生
労
働
省
組
織
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十

六

年

七

月

九

日

厚

生

労

働

大

臣

田
村

憲
久

厚
生
労
働
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

厚
生
労
働
省
組
織
規
則
（
平
成
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第

一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中

「第
十
一
条
一
を

「第
九
条
』
に
、
「
第
十
二
条
」
を

「第
十
条
」
に
改
め
る
。

第
三
条
第
一
項
中

コ
一
十
一
人
」
を

「二
十
人
」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
見
出
し
中

「並
び
に
」
の
下
に
「
会
計
企
図
官
及
び
」
を
加
え
、
同
条
第
一
項
中

「並
び
に
」
の
下
に
「会

計
企
幽
官
及
び
」
を、
「首
席
営
繕
専
門
宮
」
の
下
に

『そ
れ
ぞ
れ
」
を
加
え
、
同
条
第
十

一
項
を
同
条
第
十
二
項
と
し
、

同
条
第
十
項
の
次
に
次
の

一
柄
引
を
加
え
る
。

U

会
計
企
画
官
は
、
命
を
受
け
て
、
会
計
課
の
所
掌
事
務
に
関
す
る
特
定
事
項
の
企
図
真
ひ
立
案
並
び
に
謁
整
に
当

た
る
。

第
十
条
及
び
第
十
一
条
を
削
る
。

第
二
款
中
第
十
二
条
を
第
十
条
と
し
、
第
十
三
条
を
第
十

一
条
と
す
る
。

第
十
三
条
の
ニ
第
一
項
中

「指
導
課
」
を
「
地
域
医
桜
計
画
課
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
二
条
と
し、

同
条
の
次
に

次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
国
立
病
院
機
構
管
理
室
及
び
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
管
理
室
並
び
に
政
策
医
療
推
進
官
及
び
調
査
官
）

第
十
三
条

医
療
経
営
支
援
諌
に
、
国
立
病
院
機
構
管
制羽
釜
及
び
地
峡
医
療
機
能
推
進
機
構
管
理
隻
並
び
に
政
策
医
療

推
進
官

（関
係
の
あ
る
他
の
織
を
占
め
る
者
を
も
っ
て
充
て
ら
れ
る
も
の
と
す
る

J
Rひ
調
査
官
そ
れ
ぞ
れ
一
人
を

置
く
。

2

閤
立
病
院
機
構
管
理
室
は
、
独
立
行
政
法
入
国
立
病
院
機
構
の
組
織
及
び
運
営

一
般
に
関
す
る
事
務
を
つ
か
さ
ど

る
。

3

図
立
病
院
機
橋
管
理
室
に、

室
長
を
置
く
。
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4

地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
管
問
主
は
、
銀
立
行
政
法
人
地
峡
医
療
機
能
推
進
機
構
の
組
織
及
び
運
営
一
般
に
闘
す

る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

5

地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
管
理
室
に
、
室
長
を
置
く
。

6

政
策
医
療
推
進
宮
は
、
命
を
受
け
て
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
行
う
。

一
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
に
お
い
て
行
う
べ
き
国
民
の
健
康
に
重
大
な
影
窃
の
あ
る
疾
病
に
閲
す
る
医
療
そ
の

他
の
閣
の
医
療
政
策
と
し
て
悶
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
が
担
う
べ
き
医
療
の
提
供
に
関
す
る
こ
と
。

二
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
が
行
う
研
究
に
関
す
る
と
と
。

三
国
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
の
医
療
に
関
す
る
業
務
の
指
導
及
び
監
督
に
関
す
る
と
と
。

7

調
査
官
は
、
命
を
受
け
て
、
問
立
ハ
ン
セ
ン
病
療
養
所
の
職
員
の
組
織
す
る
団
体
に
閲
す
る
特
定
事
項
の
調
査
、

企
画
真
ひ
立
案
並
び
に
調
獲
に
当
た
る
。

第
十
五
条
第
四
項
及
び
第
十
六
条
第
二
項
中
「
指
導
課
」
を
「
地
域
医
療
計
画
諜
」
に
改
め
る
。

第
十
八
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
十
八
条

削
除

第
二
十
五
条
の
見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
中

「医
療
機
務
審
管
匂
理
室
及
び
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
及
び
第
三
項

を
削
り
、
同
条
第
四
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
第
五
項
を
同
条
第
三
項
と
す
る
。

第
二
十
六
条
の
こ
を
削
る
。

第
三
十
一
条
第
三
項
中
「
労
災
梢
償
部
」
を
「
労
災
管
理
課
」
に
改
め
る
。

第
三
十
六
条
か
ら
第
三
十
八
条
ま
で
を
削
り
、
第
三
十
五
条
を
第
三
十
八
条
と
し
、
第
三
十
二
条
か
ら
第
三
十
四
条

ま
で
を
三
条
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
三
十
一
条
の
次
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。

（
労
災
保
険
財
政
数
理
室
並
び
に
中
央
労
災
補
償
監
察
官
及
び
主
任
中
央
労
災
補
償
監
察
官
）

第
三
十
二
条

労
災
管
理
課
に
、
労
災
保
険
財
政
数
理
室
並
び
に
中
央
労
災
補
償
監
察
官
七
人
及
、
ひ
主
任
中
央
労
災
禍

俄
監
祭
官

一
人
を
置
く
。

2

労
災
保
険
財
政
数
理
室
は
、
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
附
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
。

以
下

「徴
収
法
」
と
い
う
。）
に
規
定
す
る
労
災
保
険
率
、
第
二
種
特
別
加
入
保
険
料
率
及
び
第
三
種
特
別
加
入
保
険

料
率
並
び
に
労
働
者
災
害
補
償
保
険
の
特
別
保
険
料
率
に
関
す
る
事
務
並
び
に
労
働
者
災
害
補
償
保
険
に
関
す
る
保

険
数
理
及
び
統
計
に
関
す
る
事
務
並
び
に
石
綿
に
よ
る
健
康
被
宮
の
救
済
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
四

号
。
以
下
「
石
綿
健
康
被
害
救
済
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
よ
る
特
別
遺
族
給
付
金
に
関
す
る
数
理
及
び
統
計
に
関

す
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

3

労
災
保
険
財
政
数
理
室
に
、
室
長
を
置
く
。

4

中
央
労
災
補
償
監
察
官
は
、
命
を
受
け
て
、
都
道
府
県
労
働
尉
に
お
け
る
災
密
補
償
及
び
労
働
者
災
害
械
償
保
険

に
係
る
事
務
の
実
施
状
況
の
監
察
に
関
す
る
事
務
を
行
う
。

5

主
任
中
央
労
災
補
償
監
察
官
は
、
命
を
受
け
て
、
前
項
の
事
務
を
行
い
、
及
び
中
央
労
災
補
償
監
察
官
の
行
う
事

務
の
調
整
に
当
た
る
。

（
労
働
保
険
徴
収
業
務
室
）

第
三
十
三
条

労
働
保
険
徴
収
諌
に
、
労
働
保
険
徴
収
業
務
室
を
白
く
。

2

労
働
保
険
徴
収
業
務
室
は
、
労
働
保
険
料
及
び
石
綿
健
康
被
密
救
済
法
の
規
定
に
よ
る
一
般
拠
出
金

（
以
下
ご

般
拠
出
金
」
と
い
う
。）並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
徴
収
金
の
徴
収
に
関
す
る
電
子
計
算
組
織
に
関
す
る
事
務
を
つ
か
さ

ど
る
。

3

労
働
保
険
徴
収
業
務
室
に
、
室
長
を
白
く
。

（
職
業
病
認
定
対
策
室
及
び
労
災
保
険
審
理
室
並
び
に
調
査
官
）

第
三
十
四
条

補
償
課
に
、
職
業
病
認
定
対
策
室
及
び
労
災
保
険
縁
関
室
並
び
に
調
査
官

一
人
を
出
く
。

2

駿
業
病
認
定
対
策
室
は
、
時
刷
業
性
疾
病
に
係
る
業
務
災
笹
の
認
定
に
関
す
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

3

職
業
病
認
定
対
策
室
に
、
室
長
を
白
く
。
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4
労
災
保
険
審
理
室
は
、
労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
の
規
定
に
よ
る
災
笹
補
償
、
労
働
者

災
官
補
償
保
険
及
び
石
綿
健
康
被
密
救
済
法
の
規
定
に
よ
る
特
別
遺
族
給
付
金
に
係
る
不
服
申
立
て
及
び
訴
総
に
関

す
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

5

労
災
保
険
審
理
室
に
、

室
長
を
置
く
。

6

調
査
官
は
、
命
を
受
け
て
、
労
働
基
準
法
の
規
定
に
よ
る
災
轡
補
償
の
実
施
、
労
働
者
災
容
補
償
保
険
法

（昭
和

二
十
二
年
法
律
第
五
十
号
）
の
規
定
に
よ
る
保
険
給
付
真
ひ
石
綿
健
康
被
密
救
済
法
の
規
定
に
よ
る
特
別
遺
族
給
付

金
の
支
給
に
関
す
る
事
務
で
調
査
そ
の
他
の
専
門
的
事
項
に
係
る
も
の
を
行
う
。

第
三
十
九
条
及
び
第
四
十
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
化
学
物
質
評
価
釜
及
び
環
境
改
善
室
）

第
三
十
九
条

化

学
物
質
対
策
諌
に
、
化
学
物
質
評
価
室
及
び
環
境
改
善
室
を
鐙
く
。

2

化
学
物
質
評
価
隻
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

職
場
に
お
け
る
危
険
物
の
危
険
性
及
び
有
害
物
の
有
答
性
に
つ
い
て
の
調
査
に
関
す
る
こ
と
（
労
働
基
準
舷
督

官
の
行
う
監
笹
に
関
す
る
こ
と
を
除
く
。）
並
び
に
化
学
物
質
に
よ
り
労
働
災
容
が
生
ず
る
お
そ
れ
の
評
価
に
関
す

又〕
ご
」
レ
」
。

二

危
険
物
の
危
険
性
及
び
有
害
物
の
有
密
性
の
表
示
及
び
通
知
に
関
す
る
こ
と
（
労
働
基
準
監
相
官
官
の
行
う
監
惇

に
関
す
る
こ
と
を
除
く
。
）
。

3

化
学
物
質
評
価
室
に
、
室
長
を
置
く
。

4

環
境
改
善
室
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

労

働
衛
生
に
関
す
る
登
録
型
式
検
定
機
関
の
組
織
及
び
運
営

一
般
に
関
す
る
こ
と
。

二
有
害
物
に
係
る
労
働
安
全
衛
生
法
第
六
十
五
条
に
規
定
す
る
作
業
環
境
測
定
に
関
す
る
こ
と
（
労
働
基
準
監
管

官
の
行
う
監
督
に
関
す
る
ζ
と
を
除
く
。）。

5

環
境
改
善
隻
に
、
室
長
を

E
く。

第
四
十
条

削
除

第
六
十
八
条
の
見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
中
「
医
療
費
適
正
化
対
策
推
進
室
及
び
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
及
び
第

三
項
を
削
り
、
同
条
第
四
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
第
五
項
を
同
条
第
三
項
と
す
る
。

第
六
ナ
九
条
の
二
の
次
に
次
の

一
条
を
加
え
る
。

（
医
療
費
適
正
化
対
策
推
進
室
）

第
六
十
九
条
の
三
医
療
介
護
連
携
政
策
課
に
、
医
療
費
適
正
化
対
策
推
進
室
を
債
く
。

2

医
療
質
適
正
化
対
策
推
進
室
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

高
齢
者
の
医
療
の
脱
保
に
関
す
る
法
律

（昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十
号
。
以
下
「
高
飴
者
医
療
確
保
法
」
と

い
う
。
）
第
八
条
第
一

項
に
規
定
す
る
医
療
費
適
正
化
基
本
方
針
及
び
全
国
医
療
芦
適
正
化
計
画
の
策
定
に
関
す
る

ア」ル」。

二

高
齢
者
医
療
確
保
法
第
九
条
第

一
項
に
規
定
す
る
都
道
府
県
医
療
費
適
正
化
計
四
そ
の
他
の
医
療
に
要
す
る
政

用
の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
こ
と
（
他
局
及
び
他
誕
の
所
悠
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）。

三

高
齢
者
医
療
確
保
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
健
康
診
査
等
基
本
指
針
の
策
定
に
関
す
る
こ
と
。

四
高
齢
者
医
療
確
保
法
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画
そ
の
他
の
特
定
健
康
診
査
及

び
特
定
保
健
指
導
に
附
す
る
企
画
及
び
立
案
並
び
に
調
路
に
関
す
る
ζ
と
（
他
局
及
び
他
課
の
所
悠
に
属
す
る
も

の
を
除
く
。
）。

3

医
療
費
適
正
化
対
策
推
進
委
に
、
室
長
を
置
く
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
厚
生
労
働
省
組
織
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二
十
六
年
第
二
百
五
十
一
号
）
の
施
行
の
日

（
平
成
二
十
六
年
七
月
十
一
日
）
か
ら
版
行
す
る
。



｜別添3 ｜ 

0厚生労働省司｜｜第 14号

（部内一般）

厚生労働省の内部組織に関する訓令の一部を改正する司｜｜令を次のように定める。

平成26年7月 11日

厚生労働大臣田村憲久

厚生労働省の内部組織に関する司ii令の一部を改正する司ii令

厚生労働省の内部組織に関する司｜｜令（平成13年厚生労働省司11第1号）の一部を次のよ

うに改正する。

第 16条の見出し及び同条第1項中「及び普及相談室」を「、普及相談室及び情報シス

テム管理室Jに改め、同条第5項の次に次の2項を加える。

6 情報システム管理室は、厚生労働省の情報システムの整備及び管理に関する事務（他

局及び政策統括官並びに人口動態・保健社会統計課及び雇用・賃金福祉統計課の所掌に

属するものを除く。）をつかさどる。

7 情報システム管理室に、室長、室長補佐、専門官、係及び係長並びに主査を置く。

第 18条を次のように改める。

第 18条削除

第 19条の3第1項及び第4項中「指導課Jを「地域医療計画課Jに改め、同条第6項

中（1）を削り、 （2）を（1）とし、 （3）を（2）とする。

第 19条の6を削り、第19条の5を第19条の6とし、第19条の4を第19条の5

とし、第19条の3の次に次の一条を加える。

（国立ハンセン病療養所管理室及び職員厚生室）

第 19条の4 医政局医療経営支援課に、国立ハンセン病療養所管理室及び職員厚生室を

置く。

2 国立ハンセン病療養所管理室は、次に掲げる事務をつかさどる。

(I) 国立ハンセン病療養所の運営に係る企画に関すること。

(2) 国立ハンセン病療養所の診療業務等に関すること。

(3) 国立ハンセン病療養所の医療機器の配置の企画及び管理に関すること。

(4) 国立ハンセン病療養所の医療社会事業、患者の福祉及び医師の充足に関すること。

(5) 国立ハンセン病療養所の役務業務及び業務の委託に関すること。

(6) 国立ハンセン病療養所に係る経費の決算及び会計並びに会計の監査に関すること。



(7) 国立ハンセン病療養所に係る行政財産及び物品の管理に関すること。

(8) 国立ハンセン病療養所の職員に貸与する宿舎に関すること。

3 国立ハンセン病療養所管理室に、室長（関係のある他の職を占める者をもって充てら

れるものとする。）、室長補佐並びに係及び係長を置く。

4 職員厚生室は、次に掲げる事務をつかさどる。

(I) 国立ハンセン病療養所の職員の勤務時間に関すること。

(2) 国立ハンセン病療養所の職員の教養及び訓練に関すること。

(3) 国立ハンセン病療養所の職員の災害補償に関すること。

(4) 国立ハンセン病療養所の職員の組織する団体に関すること。

(5) 国立ハンセン病療養所の職員の衛生、医療その他の福利厚生に関すること。

(6) 国家公務員共済組合法（昭和 33年法律第12 8号）第3条第2項の規定により厚

生労働省に設けられた共済組合に関すること。

5 職員厚生室に、室長、室長補佐、係及び係長並びに主査を置く。

第26条の次に次の1条を加える。

（医療機器 ・再生医療等製品審査管理室）

第26条の2 医薬食品局審査管理課に、医療機器 ・再生医療等製品審査管理室を置く。

2 医療機器 ・再生医療等製品審査管理室は、審査管理課の所掌事務のうち、次に掲げる

事務をつかさどる。

(I) 医療機器の生産に関する技術上の指導及び監督に関すること。

(2) 医療機器の製造業の許可及び製造販売の承認に関すること。

(3) 医療機器の再審査及び再評価に関すること。

(4) 医療機器の販売業、賃貸業及び修理業に関すること（医政局の所掌に属するものを

除く。）。

(5) 医療機器の基準に関すること。

(6) 希少疾病用医療機器の指定に関すること。

(7) 独立行政法人医薬品医療機器総合機構の行う業務に関すること （独立行政法人医薬

品医療機器総合機構法（平成14年法律第19 2号）第15条第1項第5号イからニ

までに掲げる業務（同号イ、ロ及びニに掲げる業務については、医療機器に関するこ

とに限り、同号ノ＼に掲げる業務については、医療機器の製造業の許可及び製造販売の

承認に関すること、 医療機器の再審査及び再評価に関すること、医療機器の基準に関



すること並びに医療機器その他衛生用品に関する工業標準の整備及び普及その他の工

業標準化に関することに限る。）及びこれらに附帯する業務並びに同条第2項第2号

に掲げる業務（医療機器に関することに限る。）に関することに限る。）。

(8) 医療機器その他衛生用品に関する工業標準の整備及び普及その他の工業標準化に関

すること。

3 医療機器 ・再生医療等製品審査管理室に、室長（組織令第19条第1項に規定する参

事官をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官、係及び係長並びに主査を

置く。

第29条の2を削り、第29条を第29条の2とし、第28条の3の次に次の 1条を加

える。

（面lj主任中央労災補償監察官）

第29条 労働基準局労災管理課中央労災補償監察官7人のうち、 2人以内を副主任中央

労災補償監察官とする。

2 面lj主任中央労災補償監察官は、命を受けて、中央労災補償監察官の行う事務の調整に

関し、主任中央労災補償監察官を補佐する。

第40条第1項中「総務課j を「医療介護連携政策課Jに改め、同条第2項を次のよう

に改める。

2 保険システム高度化推進室は、医療介護連携政策課の所掌事務のうち、次に掲げるも

のをつかさどる。

(I) 地域における保健医療に係る計画並びに高齢者の医療の確保に関する法律（昭和5

7年法律第80号）に規定する全国医療費適正化計画及び都道府県医療費適正化計画

の策定に資するための情報の収集に関すること。

(2) 保険者及び診療報酬の審査支払機関の業務運営の効率化及び情報処理の高度化並び

に個人情報の保護に関すること。

(3) 保険者が保有する診療及び健康診査情報等の開示に関すること。

第44条第2項（I）及び（4）中 「情報政策担当参事官室及び」を削る。

第 44条の2第2項中「次に掲げる事務Jを 「厚生労働省の所掌事務に関する総合的か

っ基本的な政策の企画及び立案に関することのうち、主と して情報政策に関すること」に

改め、 同項（I)から（3）までを削り、 同条第3項中「並びに主査Jを 「、主査並びに専門スタ

ッフ職Jに改める。



第49条中「第16条」の次に「及び第17条、第19条Jを加える。

附則

この訓令は、平成26年7月 11日から施行する。



直司

0 「労災補償部長Jによる通達その他の文書（以下「通達等Jという。）
→「大臣官房審議官（労災担当）J 

0 「労災補償部」による通達等
→「労災管理課、労働保険徴収課、補償課及び労災保険業務課J

0 「労災補償部労災管理課（長）Jによる通達等

→「労災管理課（長）J 

0 「労災補償部労働保険徴収課（長）Jによる通達等

→「労働保険徴収課（長）」

0 「労災補償部補償課（長）」による通達等
→「補償課（長）J 

0 「労災補償部労災保険業務課（長）Jによる通達等

→「労災保険業務課（長）J 


